
資料６ 1
令和６年度業務プロセスの見直し対象業務一覧

内容 分類 課題・改善提案等 見直し方針 取組内容 所管課等 進捗管理

1

新聞購読の
契約、購読
料金の支払
い

　ほぼ全ての課
が年度当初の新
聞購読契約、毎
月の購読料支払
の業務を行って
いる。

ウ

　各所属において新聞
購読契約、購読料を支
払っている。ほとんど
の所属で購読契約して
いる新聞の契約、支払
いを一本化し、各所属
の契約、支出業務の軽
減を図る。

【契約、支払窓口の一
本化について検討】
　契約、支払業務の窓
口を一本化に向けて予
算の計上方法、実施体
制の検討実現を図る。

【令和6年度取組】
　販売店へ一括契約に
ついて聴取りを実施、
一括契約の場合の予算
要求の手続き、業務の
流れを整理した。

【今後の取組】
 各所属の購読状況、
業務量を調査、一括も
しくは部局単位ごとに
契約した場合の手続き
方法、実施体制等を整
理、全体的に業務の効
率が図られる方法に向
けて、必要に応じて関
係課との調整を行う。

総務私学課 継続

2
公用車の集
中管理につ
いて

　各所属で公用
車を管理してい
る。

エ

　所管している課が優
先的に使用されている
ため、県が所有又は
リースしている公用車
の稼働率をあげ、来庁
者の駐車スペースの確
保を図る必要がある。

【集中管理の方法につ
いて検討】
　１課で公用車（本
庁・知事部局）を集中
管理することにより、
公用車の有効活用、来
庁者の駐車スペースの
確保を図る。

　車両手配を円滑に行
えるよう車両予約シス
テムを導入し、また、
これまで各課で行って
いた管理事務（予算管
理、契約、車検、修理
等）を行政管理課に集
約し試験運用を実施し
た。
対象課：２９課
対象車両：２２台

行政管理課 －

4

当初予算に
係る年度開
始前の予算
執行手続き

平成24年2月21
日付け総財第
1991号「当初予
算に係る年度開
始前の予算執行
手続きについ
て」に基づく入
札・契約事務

エ

当初予算に係る年度開
始前の執行手続き（通
知）を改正（契約対象
の期限を４月から５月
まで拡充）することに
よる業務プロセスを見
直し、早期着工の推
進、予算執行の向上、
監督業務の負担軽減、
事務効率化を図る。

【条件の緩和】
平成24年2月21日付け
総財第1991号通知にお
いて、対象事業を「４
月中に契約を締結する
必要がある事業」とし
ているが、当該条件を
見直し（削除）を含
め、当該通知を改正す
る。

　総合評価競争入札に
より契約を締結する必
要がある事業について
は、４月中に入札を行
い、かつ、５月中に契
約を締結するものも事
前準備手続の対象とし
た。

財政課 ー

対象業務

3
浄化槽法に
関すること

浄化槽法第５条
にかかる浄化槽
設置届は保健所
で受理している
が、同法第５条
第２項の規程に
より生活環境保
全上の審査は保
健所、同法第５
条第３項により
設置に係る審査
は土木事務所で
行うことになっ
ている。

ア 継続

浄化槽設置届出の審査
期間が短く（10日）、
設置不備があると工事
の変更命令などができ
なくなるおそれがあ
る。窓口は土木事務所
へ変更し設置の審査を
迅速に行えるようでき
ないか。さらにICT化
も検討する。

【電子申請サービスの
導入の検討】
　電子申請サービスに
よる届出の導入によ
り、手続きの効率性の
効果を図るため、現在
の手続きの流れに、電
子申請による届出の導
入を検討する。導入に
あたり、課題の洗い出
しを行うなど、段階的
に検討を行う。
※電子申請サービスに
よる届出の場合、後に
審査実施の有無が不明
となる恐れがあること
や審査漏れの発生が懸
念されるため、審査し
た記録を残す必要があ
る（チェックリストの
作成・保存）

【令和６年度取組】
　各保健所の担当者会
議において電子化によ
る効果や懸念事項を洗
い出し、導入した場合
の課題及び解決策につ
いて議論を行った。

【今後の取組】
　電子化による課題を
解消しながら、引き続
き電子申請システムを
活用した届出方法を目
指す。

環境整備課
建築指導課

【分類】 ア 県民サービスの向上が必要な業務、行政手続のＩＣＴ化が必要な業務

イ 時間外勤務の縮減、過重労働の改善が必要な業務

ウ 各課で同様な作業を行っている共通事務や総括・経由事務などで効率化が必要な業務

エ その他業務の効率化や県民の利便性向上に資する業務

1



資料６ 2
令和６年度業務プロセスの見直し対象業務一覧

内容 分類 課題・改善提案等 見直し方針 取組内容 所管課等 進捗管理対象業務

【分類】 ア 県民サービスの向上が必要な業務、行政手続のＩＣＴ化が必要な業務

イ 時間外勤務の縮減、過重労働の改善が必要な業務

ウ 各課で同様な作業を行っている共通事務や総括・経由事務などで効率化が必要な業務

エ その他業務の効率化や県民の利便性向上に資する業務

5
その他庶務
に関するこ
と

当該業務のう
ち、産休･育休
等による職員の
欠員時における
臨時的任用職員
の採用に関する
業務

エ

育休等により途中に職
員の欠員が生じた際、
臨時任用職員採用が進
まず、適切な業務遂行
への支障や職員の過度
な業務負担が生じてい
る。東京都では登録制
度となっており、それ
を参考に課題解決を図
る。

【登録制度等の検討】
　本県では、臨時的任
用職員の採用当たって
原則として公募（ハ
ローワークへの求人）
を行うこととしてい
る。
　当該原則と整合した
形での登録制度の運用
が可能であるか、採用
困難な職種において、
個々の職種の実情を踏
まえ登録制度がその解
決策となりうるか、ま
た、制度運用に必要な
人員体制など、他県の
運用事例の研究や関係
部局の意向を踏まえて
導入の適否を検討する
必要がある。

【令和６年度取組】
東京都の運用状況を調
査したところ、整理す
べき課題が多く、登録
制度の運用に係る業務
が新たに発生すること
が想定される。

【今後の取組】
業務量の増加に対する
導入効果も見極めつ
つ、引き続き導入の適
否を検討する必要があ
る。

人事課 継続

イ
エ

保安林は戦前からの複
雑な経緯等から台帳整
備に膨大な時間を要す
るため、今日まで整備
が完了していない。こ
のため県民からの照会
に対し回答に時間を要
している。ＯＢ等を活
用し台帳整備し業務の
迅速化につなげる。

【台帳の適正な整備】
本県の保安林台帳の整
備は、先の大戦による
保安林台帳の焼失や米
軍統治下など本県特有
の歴史的事情により、
他県と比較して複雑と
なっている。
台帳整備において、当
該特殊事情を熟知し、
かつ、森林法に基づく
保安林制度に精通して
いる事が求められるた
め、その内容を熟知し
た適任とするOB職員に
業務委託し期間を定め
て取り組むことが効果
的であると考える。
また、当該業務は手作
業によるところも多
く、台帳整備だけでは
なく、整備後の照会対
応業務を含め、DX化の
検討が望まれる。

【令和６年度取組】
ICT/DX推進アドバイ
ザーチームのヒアリン
グを実施し、データ移
行にかかる予算規模等
を把握。関連予算の要
求を行った。

【今後の取組】
限られた予算内で、一
部の保安林台帳を選定
し、試行的に台帳の整
備を実施することで、
保安林照会対応業務の
DX化に向けた課題抽出
や全体スケジュール・
作業工程・方針等の確
認・策定を行う。

森林管理課 継続

7
スケジュー
ル管理等の
効率化

グループウェア
を導入し、知事
から各職員ま
で、日々の業務
スケジュールの
可視化、公用
車・会議室・備
品等の予約管理
までを一元化し
業務効率化を図
る。

エ

現在、各課ごとに
Googleカレンダー等で
管理している業務スケ
ジュール（公用車、会
議室、備品の予約含
む）を一元化し、可視
化することで、業務効
率化を図る。

【現行機能の拡張検
討】
・LoGoチャットの拡張
機能（LoGoチャット
plus）によるスケ
ジュール機能の追加
・現行グループウェア
（デスクネッツ）の
ユーザーライセンス拡
充
・MicrosoftのTeams導
入等

【令和６年度取組】
・現行グループウェア
を最大限活用するた
め、講堂等予約システ
ムの廃止及び会議室予
約機能への統合等を
行った。
・次期グループウェア
の導入に向け、ユーザ
ライセンス数の増に係
る調整等を行った。ま
た、新たなスケジュー
ル管理等のツールの導
入検討、他自治体等へ
のヒアリングを行っ
た。

【今後の取組】
関係課との意見交換等
を行い、次期グループ
ウェアの導入に向けた
方針やスケジュールを
定める。

情報基盤整
備課

継続

6
保安林制度
一般に関す
ること

保安林は個人有
地も含め森林の
多面的機能の維
持・増進のため
様々な制約がか
かっている。保
安林管理業務の
うち、森林を所
有する県民等か
らの保安林照会
に対し、台帳、
解除履歴等を確
認し、指定の有
無を回答する業
務。
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資料６ 3
令和６年度業務プロセスの見直し対象業務一覧

内容 分類 課題・改善提案等 見直し方針 取組内容 所管課等 進捗管理対象業務

【分類】 ア 県民サービスの向上が必要な業務、行政手続のＩＣＴ化が必要な業務

イ 時間外勤務の縮減、過重労働の改善が必要な業務

ウ 各課で同様な作業を行っている共通事務や総括・経由事務などで効率化が必要な業務

エ その他業務の効率化や県民の利便性向上に資する業務

8
老朽化施設
の安全対策

県有施設の老朽
化に伴う事故を
未然に防止する
ため、施設管理
者による定期点
検を実施する。
（特定建築物に
該当する場合
は、定期に一級
建築士等による
点検をさせなけ
ればならない。
（建築基準法第
12条））

ウ

専門家による点検を実
施するにあたり、県は
老朽化施設を多く抱え
ていることから、施設
毎ではなく一括集中契
約を行い実施すること
で、時間的及び経済的
に業務効率化を図る。

【一括発注、管理につ
いて検討】
　点検漏れを防止する
ために管財課で点検業
務を一括発注する。
　また、技術職員が点
検結果を一元管理し、
サポートすることで、
不具合に対し適切な対
応が取られるよう進め
る。

４１施設を６業務に分
け、管財課で一括点検
委託発注。施設管理担
当職員の負担軽減につ
ながった。

管財課 ー

9

公共土木施
設の維持管
理業務プロ
セスの改善
（管理系分
野）

道路、河川、港
湾等の占用、使
用許可等に係る
許認可手続き業
務

ア
ウ

許認可手続業務に係る
審査基準やマニュア
ル、事例集の作成・公
開、ICT化等による手
続きフローの体系的な
整理により、申請者、
許認可権者双方の負担
軽減方策を検討する。

【手続フロー等の整
理】
・マニュアルの作成及
び更新、記入例、事例
集（難事例）等の作成
を行う。
・ホームページ情報等
の整理を行い、マニュ
アル等を掲載し、申請
者の利便性の向上を図
る。
・総務部実施予定の業
務プロセス見直しに係
る課題解決支援事業と
連携し、マニュアル作
成及び更新の加速化を
図る。
・本庁担当課におい
て、各事務所のホーム
ページの包括的な掲載
を行う。

【令和６年度取組】
行政管理課所管の「業
務プロセスの見直しに
係る課題解決支援業
務」の支援を受け、道
路占用許可申請手続き
をテーマにBPRに取り
組み、課題ごとに部会
を設置し、ロードマッ
プを整理した。

【今後の取組】
引き続き５土木事務
所、本庁関係課と連携
し、波及効果の高い道
路、屋外広告物に係る
許認可手続業務のBPR
に取り組む。

道路管理課
河川課
港湾課
海岸防災課
都市計画・
モノレール
課

継続

【令和６年度取組】
本庁関係課へ依頼様式
及び手法等の確認を行
い、現状及び課題等の
把握を行ったうえで、
「依頼回数の集約化」
に焦点を絞って取組を
行った。財務会計シス
テムを活用した試行作
業等を行ったうえで、
「依頼回数の集約化」
に関する取組（案）を
作成した。

【今後の取組】
引き続き、関係課等と
の意見交換等を行い、
現状及び課題を把握し
た上で更なる業務改善
に向けた取組を行う。

土木総務
課、関係課
（道路街路
課、道路管
理課、河川
課、海岸防
災課、港湾
課、空港
課、下水道
課）

継続

【様式の集約等の検
討】
令和６年度に、本庁関
係課及び各土木事務所
で意見交換等を行い、
現状及び課題を十分把
握した上で、様式また
は依頼回数の集約化検
討等、業務改善に向け
た取り組みを行う。
　また、業務改善検討
にあたっては、新財務
会計システム(R7.4本
格稼働）等のICT活用
も含め検討を行う。

10
予算執行状
況（月報）

毎月１回、土木
総務課からの依
頼が本庁各課を
通して各土木事
務所へ届く。執
行状況を取りま
とめ回答を行っ
ている。

ウ
様式が各課で異なり作
業効率が悪いため、様
式の統一化を図る。
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